





Support for Children with Communication Disorders in Resource Rooms 1 
―The Role of Resource Room Education and Its Future Challenge―
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Abstract
The framework for children who need special support in school education has changed from 
“special education” to “special support education” since the revision of the School Education Law 
in 2007. In the course of this change, “resource room education”, which had not been recognized 
as part of the formal education system, has been attracting attention as a system that plays a 
central role in “special needs education.” The aim of this paper is to clarify the role of resource 
room education and its future issues by sorting out the development and transition of the system 
for children with both language and developmental disabilities who are taking advantage of 
resource rooms. Resource room education was initiated in the early 1950s by teachers as 
extracurricular classes for children with language disabilities who had difficulty in reading or 
speaking in class. After that, a more systematic “resource room for children with speech and 
language disorders” was established, but the actual situation was that guidance was not given in 
a fixed class in the resource room but was instead given at the regular class level. On the other 
hand, since the Act on Support for Persons with Development Disabilities was enacted in 2005, 
children with developmental disabilities, such as ADHD （attention-deficit hyperactivity  
disorder） and LD （learning disabilities）, who had not been recipients of the type of support until 
then, also began to receive special support education. Today inclusive education has become part 
of a standard educational system, and the resource room education is a very effective educational 
system for children with developmental disabilities and other special needs as well as language 
disorders.
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育局長通知　19 文科初第 125 号　文部科学省初等中等教育局，2007）
この変化の中で，長い間正規の学校教育制度として認められていなかった通級による指導が，今や
特別支援教育の中核を担うシステムとして注目されている。「通級による指導」とは，学校教育法施








































　 　出典　 文部科学省初等中等教育局特別支援教育課，2018「平成 29 年度特別支援教育に関する調査の結果
について」
※各年度 ５ 月 １ 日現在
※ 「注意欠陥多動性障害」及び「学習障害」は、平成 １8 年度から通級指導の対象として学校教育法施行規則に規定。




























特別支援学校 207 １,５77 １,１23 ― 2,408 ５,3１５
特別支援学級（固定） ― 432 １60 0 ― ５92 
通級による指導 ― １84 24 6 ― 2１4 
聴覚障害
（難聴を含む）
特別支援学校 １,１１9 2,9５５ １,788 ― 2,302 8,１64 
特別支援学級（固定） ― １,3１0 ５06 9 ― １,82５ 
通級による指導 ― １,7１9 392 ― ― 2,１１１ 
知的障害
特別支援学校 226 39,１69 27,１98 ― 64,224 １30,8１7 
特別支援学級（固定） ― 84,１40 36,4５2 ５68 ― １2１,１60 
肢体不自由
特別支援学校 １2１ １3,466 8,289 ― 9,800 3１,676 
特別支援学級（固定） ― 3,５9１ １,１１0 １7 ― 4,7１8 
通級による指導 ― 98 3１ ５ ― １34 
病弱・
身体虚弱
特別支援学校 42 7,3１4 ５,039 ― 6,882 １9,277 
特別支援学級（固定） ― 2,676 １,04１ 8 ― 3,72５ 
通級による指導 ― 2１ 4 3 ― 28 
言語障害
特別支援学級（固定） ― １,62１ １84 １0 ― １,8１５ 
通級による指導 ― 38,27５ 477 2 ― 38,7５4 
自閉症・
情緒障害
特別支援学級（固定） ― 89,92１ 32,376 ５39 ― １22,836 
自閉症 通級による指導 ― 20,4１8 3,５29 228 ― 24,１7５ 
情緒障害 通級による指導 ― １3,3１7 2,669 86 ― １6,072 
学習障害 通級による指導 ― １6,１42 4,069 82 ― 20,293 
注意欠陥
多動性障害








わる支援が初めて行われたのは，1926 年（大正 15 年），東京市深川区の八名川尋常小学校の「吃音学
級」とされている（文部省，1972）。その後，芝，神田の二つの小学校にも吃音学級が開設されるが，
第二次世界大戦を境にこれらはすべて姿を消してしまう。























































































1993 年を待たなければ実現しない。1992 年 3 月 30 日，通級学級に関する調査研究協力者会議の審議
のまとめ「通級による指導に関する充実方策について」（文部省初等中等教育局，1992）が発表され，
翌 1993 年 1 月 28 日，学校教育法施行規則の一部改正により，ついに「通級による指導」が正式な学

















資料 1　学校教育法施行規則の一部を改正する省令【平成 5年文部省令第 1号】抜粋
　学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 20 条，第 38 条及び第 88 条の規定に基づき，学校教育法施
行規則の一部を改正する省令を次のように定める。
学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 １１ 号）の一部を次のように改正する。
　第 6 章中第 73 条の 20 の次に次の 2 条を加える。
　第 73 条の 2１　小学校又は中学校において，次の各号の １ に該当する児童又は生徒（特殊学級の児
童及び生徒を除く。）のうち当該心身の故障に応じた特別の指導を行う必要があるものを教育する場合
には，文部大臣が別に定めるところにより，第 24 条第 １ 項，第 24 条の 2 及び第 2５ 条の規定並びに
第 ５3 条第 １ 項及び第 2 項，第 ５4 条及び第 ５4 条の 2 の規定にかかわらず，特別の教育課程によるこ
とができる。
　　 １ 　言語障害者　　 2 　情緒障害者　　 3 　弱視者　　 4 　難聴者
　　 ５  　その他心身に故障のある者で，本項の規定により特別の教育課程による教育を行うことが適
当なもの
2 　第 73 条の １2 第 3 項の規定は，前項の場合にこれを準用する。




資料 2　学校教育法施行規則第 73 条の 21 第 1 項の規定に基づく特別の教育課程についての告示【平
成 5年文部省告示第 7号】抜粋
　学校教育法施行規則（昭和 22 年文部省令第 １１ 号）第 73 条の 2１ 第 １ 項の規定に基づき，同項の規
定による特別の教育課程について次のように定め，平成 ５ 年 4 月 １ 日から施行する。 












































































2016 年，東京都は，東京都特別支援教育推進計画第三次実施計画（2010 年 11 月）及び東京都発達













ことを公表した。特別支援教室の導入にあたっては，2012 年度から 3 年間かけてモデル事業を行った。
そして，このモデル事業の成果を踏まえて，2015 年 3 月に小学校における特別支援教室の導入ガイ
ドラインを作成し，2016 年度からの全都での順次導入を円滑に推進するための準備を行った（東京都
教育委員会，2018）。
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